
（健Ⅱ184F） 

令和２年６月１８日 

都道府県医師会 

 感染症危機管理担当理事 殿 

 

日本医師会感染症危機管理対策室長  

釜 萢  敏 

 

 

新型コロナウイルス感染症重点医療機関及び 

新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関について 

 

 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施及び同事業の実施要

綱等につきましては、令和２年６月１８日付け（地 165）（健Ⅱ183）をもってご連絡

申し上げました。 

今般、上記実施要綱において別に定めるとされていた「新型コロナウイルス感染症

重点医療機関の指定要件」及び「同感染症の疑い患者を受け入れる医療機関（新型コ

ロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関）の取扱い」とともに、病床確保料の

上限額が示され、厚生労働省より各都道府県衛生主管部（局）あて別添の事務連絡が

なされましたのでご連絡申し上げます。 

なお、上記医療機関の施設要件は以下のとおりであり、詳細は厚生労働省事務連絡

をご確認ください。 

また、各都道府県における各医療機関の指定の方針は、すでに各都道府県に設置さ

れている「協議会」に諮ったうえで決定するとされております。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、今後の各地域に

おける医療提供体制の整備に向けて、引き続きご協力賜りたくお願い申し上げるとと

もに、貴会管下郡市区医師会及び関係医療機関等に対する周知についてご高配のほど

よろしくお願いいたします。 

 
【新型コロナウイルス感染症重点医療機関の要件】 

・病棟単位で新型コロナウイルス感染症患者あるいは疑い患者用の病床確保を行っているこ

と 

・全ての確保病床で、酸素投与及び呼吸モニタリングが可能であること 

・療養病床ではないこと（療養病床を利用する場合は、一般病床に変更した上で受け入れる

こと） 

 

【新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関の要件】 

・新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定し、病床を確保していること 

・全ての確保病床で、酸素投与及び呼吸モニタリングが可能であること 

・当該病床は個室であり、トイレやシャワーなど他の患者と独立した動線であること 

・同感染症疑い患者に対して必要な検体採取が行えること 

・療養病床ではないこと（療養病床を利用する場合は、一般病床に変更した上で受け入れる

こと） 
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事 務 連 絡 

令和２年６月１６日 

 

 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

 

 

厚生労働省健康局結核感染症課 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症重点医療機関及び新型コロナウイルス感染症 

疑い患者受入協力医療機関について 

 

 

 

 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施について」

（令和２年６月１６日医政発第１号・健発第５号・薬生発第２号厚生労働省医

政局長・健康局長・医薬・生活衛生局長連名通知）により、「新型コロナウイ

ルス感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱」（以下「実施要綱」とい

う。）を定めたところであるが、実施要綱３（１５）エ（ア）に規定する重点

医療機関の指定要件等については別紙１のとおり、実施要綱３（２）エ（ウ）

に規定する新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して新型コロ

ナウイルス感染症疑い患者を受け入れる医療機関（新型コロナウイルス感染症

疑い患者受入協力医療機関）の取扱いについては別紙２のとおり定めることと

したので通知する。 
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別紙１ 

 

新型コロナウイルス感染症重点医療機関について 

 

１．概要 

  新型コロナウイルス感染症患者専用の病院や病棟を設定する医療機関であ

る重点医療機関に対して、空床確保のための支援などを行うことにより、患

者受入体制を整備する。 

 

２．指定要件 

（１）都道府県によって「新型コロナウイルス感染症重点医療機関」（以下

「重点医療機関」という。）と指定された医療機関であること。 

（２）指定にあたっては、都道府県によって常時指定する医療機関、感染の流

行状況に応じて柔軟に指定・解除を行う医療機関を設けることができ、都

道府県が書面で通知する。都道府県は重点医療機関を指定した場合には厚

生労働省に報告する。 

（３）重点医療機関の指定の方針については、都道府県で設置する協議会

（「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サ

ーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和

２年３月１日厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部）の５に

掲げる協議会。以下「協議会」という。）に諮った上で、厚生労働省に報

告して決定すること。都道府県は、新型コロナウイルス感染症医療機関等

情報支援システム（以下「G-MIS」という。）等で運用状況を確認し、必要

に応じ協議会に諮った上で、厚生労働省に報告して方針を見直す。 

 

３．施設要件 

（１）病棟単位で新型コロナウイルス感染症患者あるいは疑い患者用の病床確

保を行っていること。 

   ※ 看護体制の１単位をもって病棟として取り扱う。病棟単位の考え方

は診療報酬上の考え方に依拠する。 

（２）確保しているすべての病床で、酸素投与及び呼吸モニタリングが可能で

あること。 

（３）新型コロナウイルス感染症患者あるいは疑い患者用の病床は、療養病床

ではないこと。なお、療養病床の設備を利用して受入体制を確保する場合

には、一般病床に病床種別を変更し、受け入れること。 
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４．受入患者（確定患者又は疑い患者）に関する要件 

（１）既に PCR 検査又は抗原検査で陽性と確定している患者 

（２）都道府県からの要請に基づき受入れを行っている、新型コロナウイルス

に感染している恐れがあると医師が認めた、入院医療が必要な患者（新型

コロナウイルス感染症疑い患者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律第１２条第１項の疑似症の届け出が出されているもの

に限る。） 

 

５．機能要件 

  重点医療機関の管理者（代理の者）は、都道府県に対してあらかじめ日々

の対象となる患者の受入可能数と最大受入可能数を示し、都道府県調整本部

（「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備えた入院医

療提供体制等の整備について（改訂）」（令和２年３月２６日厚生労働省新型

コロナウイルス感染症対策推進本部）の別添Ⅱに規定する都道府県調整本

部。以下同じ。）から入院患者受け入れ要請があった場合、原則速やかに受

け入れること。 

 

６．報告事項 

  重点医療機関の管理者（代理の者）は重点医療機関として指定されている

期間中は、毎日 G-MIS 及び新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援

システム（以下「HER-SYS」という。）に空床数や患者の重症度等の入力を行

うこと。 

 

７．補助額 

（１）新型コロナウイルス感染症患者専用の病床（稼働病床）については、当

該病床にかかる診療報酬の区分に準じた病床確保料を適用することとし、

具体的には別添のとおりとする。 

（２）専用病棟化のために休床とした病床（休止病床）については、当該病床

を休止する前の診療報酬の区分に準じた病床確保料を適用することとし、

具体的には別添のとおりとする。 

（３）医療機関が既に廃止された病棟などを新型コロナウイルス感染症患者専

用の病棟に再整備して新型コロナウイルス感染症患者専用の病床を確保し

た場合等にあっては、廃止されていた病棟の病床のうち、新型コロナウイ

ルス感染症患者専用の病棟の稼働病床及び休止病床として都道府県から指

定された病床のみが補助対象となる。 
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８．病床認定の遡及 

（１）令和２年度第二次補正予算成立日以前に、実質的に重点医療機関と同様

に新型コロナウイルス感染症患者専用の病棟を確保しているとして都道府

県が国と協議して認めた医療機関については、都道府県が認めた期日に遡

及して、都道府県が認めた期間、重点医療機関として指定されたものとみ

なす（ただし、令和２年４月１日以降）。その際には、都道府県が認めた

期日に遡及して補助対象となり、その期間毎に定められた病床確保料の単

価を適用する。 

（２）既に本事業以外で病床確保料を受けている場合には、その額は減額とな

る。 
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別紙２ 

 

新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関について 

 

１．概要 

  新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して新型コロナウイ

ルス感染症疑い患者を受け入れる医療機関に対して、空床確保のための支援

などを行うことにより、新型コロナウイルス感染症疑い患者の受入体制を整

備する。 

 

２．指定要件 

（１）都道府県によって「新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機

関」（以下「協力医療機関」という。）と指定された医療機関とする。 

（２）指定にあたっては、都道府県によって常時指定する医療機関、感染の流

行状況に応じて柔軟に指定・解除を行う医療機関を設けることとし、都道

府県が書面で通知する。都道府県は協力医療機関を指定した場合には国に

報告する。 

（３）協力医療機関の指定の方針については、都道府県で設置する協議会に諮

った上で、国に報告して決定する。都道府県は、G-MIS 等で運用状況を確

認し、必要に応じ協議会に諮った上で、国に報告して方針を見直す。 

 

３．施設要件 

（１）新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して、新型コロナ

ウイルス感染症疑い患者を受け入れるための病床を確保していること。 

（２）確保しているすべての病床で、酸素投与及び呼吸モニタリングが可能で

あること。 

（３）新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れるための病床は、個室で

あり、トイレやシャワーなど他の患者と独立した動線であること。 

（４）新型コロナウイルス感染症疑い患者に対して必要な検体採取が行えるこ

と。 

（５）新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れるための病床は、療養病

床ではないこと。なお、療養病床の設備を利用して受入体制を確保する場

合には、一般病床に病床種別を変更し、受け入れること。 

 

４．受入患者（疑い患者）に関する要件 

  都道府県からの要請に基づき受入れを行っている、新型コロナウイルスに
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感染している恐れがあると医師が認めた、入院医療が必要な患者（感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１２条第１項の疑似症の

届け出が出されているものに限る。） 

 

５．機能要件 

  協力医療機関の管理者（代理の者）は、都道府県に対してあらかじめ日々

の対象となる患者の受入可能数と最大受入可能数を示し、都道府県調整本部

から新型コロナウイルス感染症疑い患者受入れ要請があった場合原則速やか

に受け入れること。 

 

６．報告事項 

  協力医療機関の管理者（代理の者）は協力医療機関として指定されている

期間中は、毎日 G-MIS 及び HER-SYS に空床数や患者の重症度等の入力を行う

こと。 

 

７．補助額 

（１）新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れるために確保した病床

（稼働病床）については、当該病床に係る診療報酬の区分に準じた病床確

保料を適用することとし、具体的には別添のとおりとする。 

（２）新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れるために休床とした病床

（休止病床）については、当該病床を休止する前の診療報酬の区分に準じ

た病床確保料を適用することとし、具体的には別添のとおりとする。 

 

 

８．病床認定の遡及 

（１）令和２年度第二次補正予算成立日以前に、実質的に協力医療機関と同様

に新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を確保しているとして都

道府県が国と協議して認めた医療機関については、都道府県が認めた期日

に遡及して、都道府県が認めた期間、協力医療機関として指定されたもの

とみなす（ただし、令和２年４月１日以降）。その際には、都道府県が認

めた期日に遡及して補助対象となり、その期間毎に定められた病床確保料

の単価を適用する。 

（２）既に本事業以外で病床確保料を受けている場合には、その額は減額とな

る。 
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別添 

 

稼働病床の病床確保料の上限額 

 

ＩＣＵ     １床当たり３０１，０００円／日 

ＨＣＵ     １床当たり２１１，０００円／日 

上記以外の病床 １床当たり ５２，０００円／日 

 

 

休止病床の病床確保料の上限額 

 

ＩＣＵ     １床当たり３０１，０００円／日 

ＨＣＵ     １床当たり２１１，０００円／日 

療養病床    １床当たり １６，０００円／日 

上記以外の病床 １床当たり ５２，０００円／日 

 


